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46イ
ギ
リ
ス

労
使
、
雇
用
維
持
の
た
め
の

賃
金
助
成
な
ど
提
案―

政

府
、
消
極
的
な
反
応

　

不
況
の
影
響
か
ら
大
幅
な
人
員
削

減
が
相
次
ぐ
状
況
を
う
け
て
、
労
使

団
体
は
政
府
に
対
し
、
雇
用
維
持
を

主
眼
と
す
る
対
策
に
関
す
る
提
案
書

を
ま
と
め
た
。
操
業
短
縮
や
レ
イ
オ

フ
に
よ
る
企
業
の
解
雇
回
避
の
努
力

に
対
す
る
賃
金
補
助
の
ほ
か
、
円
滑

な
転
職
の
た
め
の
訓
練
受
講
や
求
職

期
間
の
求
職
者
手
当
の
給
付
条
件
の

緩
和
な
ど
が
柱
。

一
一―

一
月
期
の
失
業
者
数
、
二

〇
〇
万
人
に
到
達

　

雇
用
状
況
は
依
然
と
し
て
悪
化
が

続
い
て
い
る
。
統
計
局
が
三
月
に
発

表
し
た
一
一―

一
月
期
の
失
業
者
数

は
、
前
期
か
ら
一
六
万
五
〇
〇
〇
人

増
の
二
〇
二
万
九
〇
〇
〇
人
、
失
業

率
は
対
前
期
比
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
増

の
六
・
五
％
と
な
っ
た
。
失
業
者
の

増
加
分
の
三
分
の
二
に
あ
た
る
一
一

万
三
〇
〇
〇
人
を
男
性
が
占
め
、
男

女
別
の
失
業
率
は
そ
れ
ぞ
れ
七
・

一
％
と
五
・
六
％
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
同
期
の
解
雇
者
数
は
、
調
査

が
開
始
さ
れ
た
九
五
年
以
降
で
最
高

の
二
六
万
六
〇
〇
〇
人
（
前
期
比
八

万
六
〇
〇
〇
人
増
）。
二
月
の
求
職

者
給
付
申
請
者
数
は
一
三
九
万
人
、

前
期
比
一
三
万
八
〇
〇
〇
人
の
増
加

で
、
こ
れ
も
七
一
年
の
調
査
開
始
以

降
最
大
の
増
加
幅
だ
。

　

一
一―

一
月
期
の
就
業
率
は
七

四
・
一
％
と
前
期
比
〇
・
一
ポ
イ
ン

ト
減
だ
が
、
就
業
者
数
は
二
〇
〇
〇

人
増
の
二
九
三
八
万
人
で
、
こ
れ
は

自
営
業
者
数
の
増
加
（
三
万
七
〇
〇

〇
人
）
に
よ
る
。
ま
た
フ
ル
タ
イ
ム

労
働
者
が
四
万
八
〇
〇
〇
人
減
少
し

て
い
る
の
に
対
し
て
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
は
五
万
人
増
。
求
人
数
に

も
減
少
が
続
い
て
お
り
、
一
二―

二

月
に
は
前
期
比
七
万
四
〇
〇
〇
件
減

の
四
八
万
二
〇
〇
〇
件
、
と
く
に
流

通
・
宿
泊
・
レ
ス
ト
ラ
ン
業
と
金
融

業
で
顕
著
な
減
少
が
み
ら
れ
る
（
そ

れ
ぞ
れ
、
二
万
七
〇
〇
〇
件
と
二
万

四
〇
〇
〇
件
）。
さ
ら
に
、
一
一―

一
月
期
の
賃
金
上
昇
率
は
一
・
八
％

で
、
前
期
か
ら
一
・
三
ポ
イ
ン
ト
と

大
幅
に
下
落
し
た
。
た
だ
し
、
一
時

金
を
除
い
た
場
合
は
三
・
五
％
と
ほ

ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
て
お
り
、
金
融

部
門
な
ど
で
の
一
時
金
の
減
少
が
大

き
く
影
響
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

　

企
業
に
よ
る
大
規
模
な
人
員
削
減

の
発
表
は
三
月
に
入
っ
て
減
少
し
て

い
る
も
の
の
、
今
後
も
厳
し
い
経
済

状
況
が
続
く
と
の
見
通
し
は
変
わ
っ

て
い
な
い
。
金
融
部
門
に
次
い
で
雇

用
の
減
少
が
著
し
い
製
造
業
で
は
、

一
一―

一
月
期
の
生
産
高
が
六
・

四
％
減
少
し
た（
１
）。
機
械
産
業
使

用

者

連

盟
（E

ngineering 
E
m
ployers F

ederation

）
は
、
製

造
業
の
今
年
の
成
長
率
を
マ
イ
ナ
ス

八
・
六
％
と
予
測
、
一
四
万
人
分
の

雇
用
が
失
わ
れ
る
と
み
て
い
る
。

操
短
な
ど
で
賃
金
の
六
割
助
成

　

イ
ギ
リ
ス
労
働
組
合
会
議

（T
rades U

nion C
ongress

）
と

小
企
業
連
盟
（F

ederation of 
S
m
all B

usinesses

）
は
三
月
初
め
、

企
業
支
援
策
の
た
め
の
基
金
設
置
を

求
め
る
提
案
書（
２
）
を
政
府
に
提

出
し
た
。
基
金
を
財
源
に
、
①
解
雇

防
止
の
た
め
、
企
業
の
操
業
短
縮
や

レ
イ
オ
フ
の
実
施
に
対
し
て
当
該
労

働
者
の
通
常
支
払
わ
れ
る
賃
金
の
六

割
を
三
〜
六
カ
月
に
わ
た
り
助
成
す

る
②
求
職
者
手
当
（Jobseeker's 

A
llow

ance

）の
受
給
条
件
を
緩
和
し
、

雇
用
を
維
持
し
な
が
ら
他
の
仕
事
を

探
す
求
職
者
に
も
手
当
受
給
の
権
利

を
認
め
る
③
在
職
者
向
け
訓
練
助
成

制
度
（T

rain to G
ain

）
の
利
用

条
件
の
緩
和
に
よ
り
、
賃
金
助
成
対

象
者
の
資
格
を
前
提
と
し
な
い
部
分

的
な
訓
練
受
講
に
対
し
て
も
、
こ
れ

を
無
料
と
す
る―

―

こ
と
な
ど
を
実

施
す
る
よ
う
政
府
に
求
め
て
い
る

（
３
）。
企
業
・
産
業
内
で
の
雇
用
維

持
の
努
力
を
通
じ
て
、
解
雇
に
よ
り

労
働
者
の
技
能
が
失
わ
れ
る
こ
と
を

防
ぐ
ね
ら
い
だ
。
対
象
と
な
る
労
働

者
が
新
た
な
仕
事
を
得
る
こ
と
に
よ

る
福
祉
給
付
コ
ス
ト
の
抑
制
と
税
・

社
会
保
険
料
収
入
の
増
加
に
よ
り
、

想
定
さ
れ
る
三
二
億
ポ
ン
ド
の
財
政

支
出
の
三
分
の
二
が
賄
え
る
と
の
計

算
で
、
年
間
一
二
億
ポ
ン
ド
の
予
算

で
六
〇
万
人
の
雇
用
を
守
る
こ
と
が

で
き
る
と
し
て
い
る
。
提
案
書
に
よ

れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
多
く
（
ド
イ

ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
ス
ペ
イ
ン
、
オ
ラ

ン
ダ
、
イ
タ
リ
ア
）
で
は
す
で
に
操

業
短
縮
や
レ
イ
オ
フ
の
実
施
に
よ
る

解
雇
の
回
避
に
対
す
る
賃
金
助
成
制

度
が
実
施
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
こ
の

一
月
に
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
も
同
様
の
制

度
を
導
入
し
て
い
る（
４
）。

　

し
か
し
政
府
は
、
可
能
性
は
検
討

す
る
と
し
つ
つ
も
、
賃
金
助
成
に
よ

る
企
業
お
よ
び
労
働
者
の
支
援
に
は

消
極
的
な
反
応
を
み
せ
て
い
る（
５
）。

本
来
は
不
要
な
解
雇
を
前
提
に
助
成

を
受
け
る
な
ど
の
企
業
に
よ
る
不
正

利
用
を
防
止
し
に
く
い
こ
と
や
、
整

理
さ
れ
る
べ
き
生
産
性
の
低
い
仕
事

が
温
存
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と

な
ど
が
そ
の
主
な
理
由
だ
。
ま
た
、

ド
イ
ツ
や
フ
ラ
ン
ス
な
ど
と
は
社
会

保
障
制
度
の
対
象
や
水
準
が
異
な
り
、

賃
金
助
成
を
新
た
に
導
入
す
る
場
合

の
コ
ス
ト
が
こ
れ
ら
の
国
に
比
し
て

大
き
い
こ
と
も
一
因
と
し
て
あ
げ
て

い
る（
６
）。
失
業
者
支
援
に
つ
い
て

は
既
存
の
政
策
に
よ
る
対
応
が
可
能

で
あ
る
と
し
て
、
む
し
ろ
企
業
の
資

金
調
達
の
円
滑
化
や
訓
練
助
成
制
度

の
拡
充
な
ど
を
通
じ
た
企
業
支
援
の

実
施
に
前
向
き
な
姿
勢
を
示
し
て
い

る
。

〔
注
〕

１ 

．
輸
送
機
械
で
一
〇
・
八
％
減
、
基
礎

金
属
・
金
属
製
品
で
一
一
・
四
％
減
、

機
械
器
具
で
九
・
八
％
減
な
ど
。
た
だ

し
製
造
業
全
体
で
は
、
〇
八
年
八―

一

〇
月
期
の
一
〇
・
四
％
減
に
比
べ
て
下

落
幅
の
鈍
化
が
み
ら
れ
る
。
ま
た
、
同

様
に
大
幅
な
雇
用
の
減
少
が
続
い
て
き

た
小
売
業
で
は
、
一
二―

一
月
の
好
調

を
反
映
し
て
、
二
月
ま
で
の
三
カ
月
間

の
売
上
高
は
二
％
増
加
し
て
い
る
。

２ 

．"A
 T

U
C
 and F

S
B
 proposal for a 

short-term
 w

orking subsidy"

。
な
お
、

操
業
短
縮
等
に
対
す
る
賃
金
助
成
策
の

実
施
は
、
す
で
に
一
月
か
ら
製
造
業
の

労
使
な
ど
が
政
府
に
要
望
し
て
い
た
。

３ 

．
こ
の
ほ
か
、
企
業
に
対
し
て
は
対
象

と
な
る
労
働
者
に
つ
い
て
、
操
業
短
縮
・

レ
イ
オ
フ
期
間
中
の
社
会
保
険
料
の
負

担
を
求
め
て
い
る
。

４ 

．
イ
ギ
リ
ス
で
も
、
一
九
七
〇
年
代
の

不
況
期
に
は
賃
金
助
成
制
度

（T
em

porary E
m
ploym

ent S
ubsidy 

schem
e

）
が
実
施
さ
れ
た
と
い
う
。
こ

海
外
労
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事
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れ
は
、
一
〇
人
以
上
の
解
雇
が
予
測
さ

れ
る
企
業
に
対
し
て
、
週
当
た
り
二
〇

ポ
ン
ド
、
一
二
カ
月
に
わ
た
る
賃
金
助

成
を
実
施
す
る
も
の
。

５ 

．
例
え
ば
、
三
月
二
四
日
の
ピ
ア
ソ
ン

経
済
担
当
副
大
臣
に
よ
る
庶
民
院
で
の

答
弁
。

６ 

．
例
え
ば
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
の
失

業
給
付
制
度
は
、
前
職
の
賃
金
水
準
が

勘
案
さ
れ
る
が
、
イ
ギ
リ
ス
に
つ
い
て

は
基
本
的
に
拠
出
の
有
無
・
年
齢
・
家

族
構
成
等
に
応
じ
た
定
額
の
給
付
。

【
参
考
資
料
】

H
ouse of C

om
m

ons

、O
ffice for 

N
ational S

tatistics

、T
U
C

、C
IP

D

、

E
E
F

、P
ersonnel T

oday

、B
B
C

、

G
uardian

、B
elfast T

elegraph　

各

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（
国
際
研
究
部
）

ア
メ
リ
カ
①

雇
用
統
計
、
一
九
八
〇
年
代

前
半
の
不
況
に
匹
敵―

就
業

者
数
の
減
少
期
間
な
ど

労
働
統
計
局
が
三
月
六
日
に
発
表

し
た
雇
用
統
計
に
よ
る
と
、
二
〇
〇

九
年
二
月
の
失
業
率
は
八
・
一
％
に

達
し
た（
１
）。
二
〇
〇
七
年
三
月
に

四
・
四
％
を
記
録
し
、
翌
月
か
ら
上

昇
に
転
じ
て
以
来
、
二
三
カ
月
間
一

貫
し
て
増
加
し
て
い
る
。
八
％
以
上

を
記
録
し
た
の
は
一
九
八
四
年
一
月

以
来
の
こ
と
で
あ
る（
２
）。
失
業
者

数
は
一
二
四
六
万
人
に
及
ん
で
い
る
。

今
回
の
不
況
は
一
〇
〇
年
に
一
度
の

危
機
的
状
況
と
も
言
わ
れ
て
い
る
が
、

底
入
れ
が
い
つ
訪
れ
る
の
か
、
見
通

し
は
不
透
明
な
ま
ま
だ
。
現
時
点
の

情
勢
を
雇
用
統
計
の
観
点
で
過
去
の

不
況
と
比
較
す
れ
ば
、
既
に
一
九
八

〇
年
代
前
半
の
レ
ー
ガ
ン
政
権
発
足

間
も
な
い
時
期
の
不
況
に
規
模
、
長

さ
と
も
匹
敵
す
る
も
の
に
達
し
て
い

る
。レ

ー
ガ
ン
政
権
発
足
の
数
カ
月
後

に
直
面
し
た
不
況
は
一
九
八
一
年
か

ら
一
九
八
四
年
に
か
け
て
継
続
し
た
。

労
働
統
計
局
発
表
の
資
料
で
非
農

業
部
門
の
就
業
人
口
の
推
移
を
見
る

と
、
一
九
八
一
年
八
月
か
ら
一
九
八

二
年
一
二
月
に
か
け
て
一
七
カ
月
間

連
続
で
減
少
し
、
そ
の
減
少
数
の
合

計
は
二
八
三
万
人
で
あ
っ
た（
３
）。

今
回
の
就
業
者
人
口
が
増
加
か
ら
減

少
に
転
じ
た
の
は
二
〇
〇
八
年
一
月

か
ら
で
あ
り
、
こ
れ
以
降
一
四
カ
月

間
に
わ
た
っ
て
合
計
で
四
三
八
万
人

減
少
と
な
っ
て
い
る
。
一
九
八
一
年

の
就
業
者
人
口
の
減
少
数
の
労
働
力

人
口
に
対
す
る
割
合
で
比
較
す
る
と
、

一
九
八
二
年
は
二
・
五
％
、
今
回
は

二
・
八
％
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

今
回
の
不
況
に
お
け
る
ひ
と
月
の

就
業
者
数
減
少
数
で
は
、
二
〇
〇
八

年
一
二
月
に
約
六
八
万
人
を
記
録
し
、

労
働
力
人
口
の
〇
・
四
％
に
相
当
す

る
。
こ
の
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
は
一
九

八
〇
年
代
前
半
の
不
況
期
（
一
九
八

二
年
七
月
、
同
〇
・
三
％
＝
三
四
万

人
減
）
を
し
の
ぎ
、
一
九
七
五
年
二

月
の
〇
・
四
％
（
約
三
七
万
人
減
）

に
相
当
す
る
も
の
だ（
４
）。

一
九
八
〇
年
代
前
半
の
不
況
時
に

お
け
る
失
業
率
を
振
り
返
る
と
、
一

九
八
一
年
一
一
月
か
ら
一
九
八
四
年

一
月
ま
で
二
七
カ
月
間
に
わ
た
り

八
％
以
上
の
水
準
が
継
続
し
、
一
九

八
二
年
三
月
か
ら
一
九
八
三
年
九
月

ま
で
の
一
九
カ
月
間
に
わ
た
り
九
％

以
上
の
水
準
が
継
続
し
た
。
こ
の
と

き
は
最
高
で
一
〇
・
八
％
（
一
九
八

二
年
一
一
月
、
一
二
月
）
を
記
録
し
、

一
九
八
二
年
九
月
か
ら
一
九
八
三
年

六
月
ま
で
の
一
〇
カ
月
間
、
一
〇
％

以
上
の
高
い
水
準
が
継
続
し
た
。

ア
メ
リ
カ
の
予
測
専
門
家
に
よ
る

経
済
予
測
「
ブ
ル
ー
チ
ッ
プ
」
に
よ

る
調
査
が
三
月
一
〇
日
に
公
表
さ
れ
、

二
〇
〇
九
年
第
４
四
半
期
に
九
・

二
％
に
達
し
こ
れ
が
ピ
ー
ク
に
な
り
、

二
〇
一
〇
年
ま
で
の
平
均
失
業
率
は

九
・
一
％
に
な
る
だ
ろ
う
と
予
測
し

て
い
る（
５
）。

ま
た
、
失
業
の
期
間
は
長
期
化
す

る
傾
向
が
見
ら
れ
る
。
雇
用
統
計
に

よ
る
と
、
二
七
週
間
以
上
の
長
期
失

業
者
数
は
二
〇
〇
八
年
二
月
の
一
二

九
万
人
か
ら
二
〇
〇
九
年
二
月
の
二

九
一
万
人
へ
と
倍
以
上
に
増
加
し
て

い
る
。
一
五
週
間
か
ら
二
六
週
間
の

中
期
失
業
者
数
も
一
一
〇
万
人
か
ら

二
三
四
万
人
へ
と
一
貫
し
て
増
加
傾

向
が
見
ら
れ
る（
６
）。

〔
注
〕

１
．
労
働
統
計
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
１
）

（http://stats.bls.gov/new
s.release/

pdf/em
psit.pdf

）

２
．
労
働
統
計
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
２
）

（http://data.bls.gov/P
D
Q
/servlet/

S
urveyO

utputS
ervlet?data_tool=lat

est_num
bers&

series_id=L
N
S
14000

000

）

３
．
労
働
統
計
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
３
）

（http://data.bls.gov/P
D
Q
/servlet/

S
urveyO

utputS
ervlet?data_tool=lat

est_num
bers&

series_id=C
E
S
00000

00001&
output_view

=net_1m
th

）

４
．
労
働
統
計
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
４
）

（ftp://ftp.bls.gov/pub/special.
requests/lf/aat1.txt

）

５
．〝D

aily L
abor R

eport

〞B
N

A
, 

M
ar. 11, 2009

６
．
労
働
統
計
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
１
）

tableA
-9（

国
際
研
究
部　

北
澤
謙
）

ア
メ
リ
カ
②

新
規
外
国
人
労
働
者
の
雇
用
に

対
し
制
限
措
置―

バ
イ
・
ア
メ

リ
カ
ン
条
項
に
関
連
し
て

政
府
が
二
月
に
決
め
た
二
年
間
で

三
五
〇
万
人
以
上
の
雇
用
維
持
・
創

出
を
め
ざ
す
総
額
七
八
七
二
億
ド
ル

の
景
気
刺
激
策（
１
）
は
、
公
共
事

業
で
米
国
製
工
業
製
品
の
調
達
を
義

務
づ
け
る
条
項
（
バ
イ
・
ア
メ
リ
カ

ン
条
項
）
を
含
ん
で
い
る
。
こ
の
条

項
に
対
し
て
は
、
保
護
主
義
だ
と
の

批
判
も
出
て
い
る
。
こ
れ
に
関
連
し
、

あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
が
、「
ア
メ

リ
カ
人
労
働
者
を
雇
用
す
る
法（the 

E
m

ploy A
m

erican W
orkers 

A
ct

）」
も
同
時
に
成
立
し
て
い
る
。

こ
の
法
律
は
政
府
の
支
援
を
受
け
た

企
業
が
、
外
国
人
労
働
者
を
雇
用
す

る
た
め
に
ア
メ
リ
カ
人
労
働
者
を
解

雇
し
た
り
、
新
規
に
雇
用
す
る
場
合

に
外
国
人
を
優
先
す
る
こ
と
を
禁
じ

て
い
る
。
米
国
国
土
安
全
保
障
省
市

民
権
・
移
民
サ
ー
ビ
ス
局
は
三
月
二

〇
日
、
同
法
に
基
づ
き
、
Ｈ-

１
Ｂ

ビ
ザ
保
有
外
国
人
労
働
者
を
新
た
に

雇
用
す
る
場
合
の
必
要
要
件
を
公
表

し
た（
２
）。

景
気
刺
激
策
を
目
的
と
す
る
「
ア

メ
リ
カ
の
経
済
回
復
・
再
投
資
法
」

が
上
院
で
議
論
さ
れ
た
際
、
バ
ー

ナ
ー
ド
・
セ
ン
ダ
ー
議
員
（
無
所
属
・

バ
ー
モ
ン
ト
州
選
出
）
は
一
五
〇
〇

億
ド
ル
の
政
府
支
援
を
受
け
た
一
二

の
金
融
機
関
が
過
去
六
年
間
に
ア
メ

リ
カ
人
従
業
員
を
解
雇
し
二
万
一
八

〇
〇
人
以
上
の
Ｈ-

１
Ｂ
ビ
ザ
保
有

の
外
国
人
労
働
者
を
雇
用
し
、
し
か

も
今
後
六
年
間
有
効
と
な
る
新
規
の

二
万
一
〇
〇
〇
人
分
の
Ｈ-

１
Ｂ
ビ

ザ
発
給
を
申
請
し
て
い
る
こ
と
を
指

摘
し
た
。
そ
の
上
で
ア
メ
リ
カ
人
を

レ
イ
オ
フ
し
て
外
国
か
ら
の
人
件
費

の
安
い
労
働
力
を
採
用
す
る
こ
と
が

な
い
よ
う
な
措
置
が
必
要
だ
と
強
調

し
た（
３
）。
チ
ャ
ー
ル
ズ
・
グ
ラ
ッ

セ
リ
上
院
議
員（
上
院
金
融
委
員
会
・

共
和
党
・
ア
イ
オ
ワ
州
選
出
）
の
支

援
も
あ
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
人
労
働
者

を
雇
用
す
る
法
が
成
立
し
た
。

市
民
権
・
移
民
サ
ー
ビ
ス
局
が
し
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め
し
た
指
針
は
次
の
よ
う
な
内
容
で

あ
る
。「
資
金
需
要
と
不
良
資
産
救

済
プ
ロ
グ
ラ
ム
」（
Ｔ
Ａ
Ｒ
Ｐ
）
な
ど

に
基
づ
き
政
府
の
支
援
を
受
け
た
企

業
が
、
新
規
に
Ｈ-

１
Ｂ
ビ
ザ
保
有

外
国
人
労
働
者
を
雇
用
す
れ
ば
、
そ

の
企
業
は
Ｈ-

１
Ｂ
ビ
ザ
依
存
企
業

と
見
な
さ
れ
る
。
通
常
、
Ｈ-

１
Ｂ

労
働
者
依
存
企
業
と
い
う
の
は
、
従

業
員
規
模
五
〇
人
以
上
の
企
業
で
全

従
業
員
の
Ｈ-

１
Ｂ
ビ
ザ
労
働
者
の

占
め
る
割
合
が
一
五
％
以
上
で
あ
る

企
業
を
指
す
が
、
今
回
の
措
置
で
は

従
業
員
比
率
に
関
係
な
く
政
府
支
援

を
受
け
た
企
業
が
対
象
と
な
る
。
Ｈ

-

１
Ｂ
労
働
者
依
存
企
業
は
、
労
働

条
件
申
請
の
際
に
連
邦
労
働
省
の
追

加
的
な
雇
用
証
明
の
認
証
を
受
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
追
加
的
な

審
査
に
よ
れ
ば
、
事
業
主
が
Ｈ-

１

Ｂ
ビ
ザ
保
有
労
働
者
を
雇
用
し
た
い

場
合
、
申
請
に
先
立
つ
九
〇
日
の
間

に
、
当
該
職
務
に
相
当
す
る
ア
メ
リ

カ
人
労
働
者
を
解
雇
し
た
実
績
が
あ

る
と
認
証
を
受
け
ら
れ
な
い
こ
と
に

な
る
。
な
お
、
す
で
に
雇
用
さ
れ
て

い
る
外
国
人
労
働
者
に
関
し
て
は
影

響
を
受
け
な
い
。

同
法
の
実
施
に
と
も
な
い
採
用
内

定
を
取
り
消
さ
れ
る
外
国
人
労
働
者

が
出
て
き
て
い
る
。「
ウ
ォ
ー
ル
街

か
ら
締
め
出
さ
れ
る
外
国
人
就
労

者
」
と
伝
え
る
メ
デ
ィ
ア
も
あ
る

（
４
）。
ま
た
、
景
気
刺
激
策
に
よ
る

雇
用
創
出
の
大
き
な
柱
に
、
建
設
業

関
連
へ
一
〇
四
〇
億
ド
ル
の
資
金
投

入
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
見
込
ま

れ
る
雇
用
機
会
創
出
の
う
ち
、
七
人

に
一
人
、
約
一
五
％
が
不
法
就
労
者

向
け
に
な
る
と
の
指
摘
が
あ
り
、
何

ら
か
の
対
策
が
必
要
で
あ
る
と
の
声

が
あ
が
っ
て
い
る（
５
）。
対
策
の
ひ

と
つ
と
し
て
、
事
業
主
に
よ
る
被
用

者
確
認
の
電
子
申
請
制
度
（
Ｅ―

Ｖ

ｅ
ｒ
ｉ
ｆ
ｙ
）
強
化
が
あ
げ
ら
れ
る
。

こ
れ
は
、
事
業
主
が
、
被
用
者
の
就

労
資
格
に
問
題
が
な
い
か
雇
用
す
る

前
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
の
シ
ス
テ

ム
で
あ
る
。
不
法
就
労
外
国
人
を
雇

用
し
た
場
合
の
処
罰
が
厳
格
化
さ
れ

る
傾
向
も
見
ら
れ
る
。

な
お
、
Ｈ-

1
Ｂ
ビ
ザ
の
二
〇
一

〇
年
発
給
分
の
募
集
は
四
月
一
日
か

ら
開
始
さ
れ
る
が
、
発
給
予
定
の
人

数
枠
は
例
年
通
り
だ
と
さ
れ
て
い
る

（
６
）。

〔
注
〕

１
．「
ア
メ
リ
カ
の
経
済
回
復
・
再
投
資
法

（A
m

e
r
ic

a
n
 R

e
c
o
v
e
r
y
 a

n
d 

R
einvestm

ent A
ct of 2009

）」

２
．
国
土
安
全
保
障
省
市
民
権
・
移
民
サ
ー

ビ
ス
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
１
）（http://

w
w
w
.uscis.gov/files/article/

H
-1B

_T
A
R
P
_20m

ar2009.pdf

）
お
よ

び"D
aily L

abor R
eport", M

ar. 23, 
2009

３
．"D

aily L
abor R

eport"B
N
A
, F

eb. 
9,11, 2009

４
．nikkei B

P
net

の
ペ
ー
ジ
（http://

w
w

w
.nikkeibp.co.jp/article/

colum
n/20090313/138902/

）

　

元
資
料
は
以
下
の
ペ
ー
ジ
（http://

w
w
w
.forbes.com

/2009/03/09/
foreign-w

orkers-visas-business-
banks.htm

l

）

５
．
移
民
研
究
セ
ン
タ
ー
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（h
t
t
p

:/
/

w
w

w
.c

is
.o

r
g

/
S
enateS

tim
ulus

）

　

二
月
上
旬
の
景
気
刺
激
策
審
議
中
の
試

算
で
は
、
二
〇
〇
万
人
分
の
雇
用
機
会

が
見
込
ま
れ
、
三
〇
万
人
分
が
不
法
就

労
者
向
け
に
な
っ
て
し
ま
う
と
の
指
摘
。

６
．
国
土
安
全
保
障
省
市
民
権
・
移
民
サ
ー

ビ
ス
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
２
）(http://

w
w
w
.uscis.gov/files/article/

H
-1B

_F
iling_20m

ar2009.pdf)

（
国
際
研
究
部　

北
澤
謙
）

ド
イ
ツ
①

操
短
手
当
の
申
請
、
七
〇
万

人
突
破―

―

二
月
の
失
業
率

は
八
・
五
％
に

金
融
危
機
に
端
を
発
す
る
昨
年
来

の
景
気
低
迷
の
影
響
が
、
こ
こ
数
年

順
調
な
回
復
基
調
に
あ
っ
た
雇
用
指

標
に
も
及
ん
で
き
た
。
低
下
傾
向
に

あ
っ
た
失
業
率
（
季
節
調
整
前
、
国

内
基
準
）
は
、
昨
年
一
二
月
以
降
上

昇
に
転
じ
、
二
月
の
失
業
率
は
八
・

五
％
、
失
業
者
数
は
三
五
五
万
二
〇

〇
〇
人
に
及
ん
だ
。
雇
用
情
勢
の
急

激
な
悪
化
を
背
景
に
操
業
短
縮
手
当

の
申
請
も
急
増
し
て
お
り
、
二
月
の

対
象
労
働
者
数
は
七
〇
万
人
を
超
え

た
。失

業
率
、
一
二
月
か
ら
上
昇
へ

失
業
率
（
季
節
調
整
前
）
は
昨
年

一
一
月
ま
で
低
下
を
続
け
て
き
た
が
、

一
二
月
に
上
昇
に
転
じ
、前
月
比
〇
・

三
ポ
イ
ン
ト
増
の
七
・
四
％
、
今
年

一
月
に
は
一
・
〇
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し

て
八
・
三
％
と
、
一
気
に
八
％
台
ま

で
跳
ね
上
が
っ
た
。
連
邦
雇
用
庁
が

こ
の
ほ
ど
公
表
し
た
二
月
の
失
業
率

は
、
前
月
よ
り
さ
ら
に
〇
・
二
ポ
イ

ン
ト
上
昇
し
、
八
・
五
％
と
な
っ
た

（
図
１
）。
地
域
別
で
は
、
東
独
地

域（
一
四
・
一
％
）が
西
独
地
域（
七
・

〇
％
）
の
ほ
ぼ
二
倍
だ
っ
た
。
失
業

者
数
（
季
節
調
整
前
）
の
推
移
を
み

る
と
、
昨
年
一
一
月
時
点
で
は
二
九

八
万
八
〇
〇
〇
人
と
三
〇
〇
万
人
を

割
っ
て
い
た
が
、
そ
の
後
三
一
〇
万

二
〇
〇
〇
人
（
〇
八
年
一
二
月
）、

三
四
八
万
九
〇
〇
〇
人
（
〇
九
年
一

月
）、
三
五
五
万
一
〇
〇
〇
人
（
〇

九
年
二
月
）
と
漸
増
し
て
い
る
。
一

月
か
ら
二
月
の
失
業
の
増
加
幅
が
あ

る
程
度
抑
制
さ
れ
た
の
は
、
操
業
短

縮
手
当
制
度
の
活
用
が
進
ん
で
い
る

た
め
と
み
ら
れ
て
い
る
。

他
方
、
失
業
の
増
加
に
応
じ
て
就

業
者
数
も
減
少
に
転
じ
て
お
り
、
四

〇
八
四
万
人
（
〇
八
年
一
一
月
）
か

ら
、四
〇
五
八
万
人
（
〇
九
年
一
月
）、

三
九
八
五
万
人
（
〇
九
年
二
月
）
と

わ
ず
か
二
カ
月
間
で
ほ
ぼ
一
〇
〇
万

人
減
少
し
た
。
な
お
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準

図１　失業率の推移（2007 年 1月～ 2009 年 2月）

8.4 8.4
8.1

7.8
7.5 7.3 7.3 7.3

7.0 6.8 6.7 6.7
7.1 7.0 6.8 6.6 6.4 6.2 6.4 6.3 6.1 6.0 6.0 6.2

6.9 7.0

16.916.9
16.5

15.9
15.2

14.714.714.7
14.1

13.613.4
13.7

14.9

14.8
14.4

13.9
13.4

12.712.812.8
12.2

11.811.8
12.2

13.9

14.1

10.210.1
9.8

9.5
9.1

8.8 8.9 8.8
8.4 8.2 8.1 8.1

8.7 8.6 8.4
8.1

7.8
7.5 7.7 7.6 7.4 7.2 7.1

7.4

8.3
8.5

5.0

7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

(%)

注：データは原数値
資料出所：連邦政府ホームページ



海外労働事情

Business Labor Trend 2009.5

49

に
よ
る
季
節
調
整
後
の
失
業
率
は
、

一
月
に
七
・
三
％
、
二
月
に
七
・
七
％

だ
っ
た
。

操
短
手
当
の
適
用
範
囲
拡
大
、
有

期
・
派
遣
労
働
者
に
も

失
業
の
増
加
に
伴
い
、
操
業
短
縮

手
当
制
度
（
以
下
、
操
短
手
当
と
す

る
）
の
活
用
が
急
増
し
て
い
る
。
制

度
は
一
九
六
九
年
に
創
設
さ
れ
た
も

の
で
、
企
業
が
経
済
的
要
因
等
に
よ

り
「
労
働
時
間
短
縮
」
を
行
っ
て
労

働
者
の
雇
用
を
維
持
す
る
場
合
、
企

業
が
連
邦
雇
用
庁
に
申
請
す
れ
ば
、

「
労
働
時
間
短
縮
」
に
伴
う
賃
金
減

少
分
の
一
部
（
減
少
分
の
六
〇
％
、

扶
養
義
務
が
あ
る
子
供
を
有
す
る
場

合
は
六
七
％
）
が
補
填
さ
れ
る
。
手

当
は
、
①
事
業
所
内
で
操
業
短
縮
に

つ
い
て
合
意
が
あ
る
こ
と
②
経
済
的

理
由
等
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
る

操
業
短
縮
で
あ
り
、
そ
れ
を
回
避
す

る
あ
ら
ゆ
る
措
置
を
講
じ
た
こ
と
③

従
業
員
の
三
分
の
一
の
労
働
者
が
一

〇
％
以
上
の
給
与
の
減
少
が
あ
る
こ

と
④
事
前
に
操
業
短
縮
を
行
う
旨
を

連
邦
雇
用
庁
に
申
請
す
る
こ
と―

―

を
要
件
と
し
て
、
支
給
さ
れ
る
。

政
府
は
、
金
融
危
機
後
の
一
連
の

景
気
対
策
で
、
こ
の
制
度
の
拡
充
策

を
講
じ
た
。
第
一
次
景
気
対
策
で
は

ま
ず
、
今
年
一
月
か
ら
〇
九
年
末
ま

で
の
時
限
措
置
で
、
こ
れ
ま
で
一
二

カ
月
だ
っ
た
最
長
支
給
期
間
を
一
八

カ
月
に
延
長
し
た
。
さ
ら
に
二
月
二

〇
日
に
連
邦
参
議
院
で
可
決
し
た
第

二
次
景
気
対
策
で
は
、
二
〇
一
〇
年

末
ま
で
の
時
限
措
置
で
、
①
操
業
短

縮
に
適
用
さ
れ
る
社
会
保
険
料
の
半

額
を
国
が
負
担
す
る
（
操
短
期
間
中

に
職
業
訓
練
に
参
加
す
る
労
働
者
に

つ
い
て
は
、
全
額
国
が
負
担
す
る
）

②
経
済
的
か
つ
不
可
避
な
事
由
に
基

づ
い
て
労
働
者
の
一
カ
月
の
総
報
酬

額
の
一
〇
％
以
上
が
削
減
さ
れ
れ
ば

「
操
業
短
縮
」
の
要
件
を
満
た
す
こ

と
と
し
、
対
象
労
働
者
を
「
企
業
の

全
従
業
員
の
三
分
の
一
以
上
」
と
す

る
従
来
の
要
件
を
撤
廃
す
る
③
派
遣

労
働
者
及
び
有
期
労
働
者
に
も
制
度

適
用
す
る―

―

な
ど
適
用
範
囲
拡
大

を
中
心
と
す
る
制
度
拡
充
を
盛
り
込

み
、
二
月
に
遡
っ
て
実
施
さ
れ
て
い

る
。操

短
手
当
の
申
告
件
数
は
、
こ
こ

数
カ
月
で
大
幅
に
増
え
て
い
る
（
表

１
）。
申
請
企
業
数
で
み
る
と
、
〇

八
年
九
月
に
は
僅
か
一
四
九
一
件

（
こ
の
う
ち
景
気
悪
化
を
理
由
と
す

る
も
の
は
一
二
三
四
件
）
だ
っ
た
が
、

一
二
月
に
は
一
万
七
七
七
七
件
（
同
、

六
二
九
一
）、
〇
九
年
二
月
に
は
一

万
九
七
九
三
件
（
同
、
一
万
六
八
七

〇
件
）
に
増
加
し
た
。
対
象
労
働
者

数
で
み
る
と
こ
の
傾
向
は
一
層
浮
き

彫
り
に
な
る
。
昨
年
九
月
に
は
二
万

七
〇
三
四
人
に
過
ぎ
な
か
っ
た
が
、

一
二
月
に
は
四
〇
万
三
九
八
九
人

（
こ
の
う
ち
、
景
気
悪
化
を
理
由
と

す
る
対
象
労
働
者
数
は
二
九
万
五
〇

五
二
人
）、
今
年
二
月
に
は
七
二
万

三
八
七
一
人（
同
、七
〇
万
三
八
人
）

に
膨
れ
上
が
っ
た
。
産
業
別
で
は
製

造
業
の
申
請
が
突
出
し
て
お
り
申
請

企
業
数
全
体
の
五
割
強
を
占
め
た
。

連
邦
雇
用
庁
は
、
申
請
ベ
ー
ス
の

み
な
ら
ず
、
昨
年
一
二
月
ま
で
の
支

給
（
実
績
）
ベ
ー
ス
の
数
値
も
明
ら

か
に
し
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、

昨
年
一
二
月
の
支
給
件
数
は
、
企
業

数
ベ
ー
ス
で
一
万
七
三
一
五
件
（
う

ち
景
気
後
退
を
理
由
と
す
る
も
の
が

六
八
六
四
件
）、
労
働
者
数
ベ
ー
ス

で
二
七
万
四
七
二
人
（
同
、
二
〇
万

七
八
〇
人
）
だ
っ
た
。
労
働
時
間
の

短
縮
割
合
別
に
支
給
対
象
労
働
者
数

の
内
訳
を
み
る
と
、
五
〇
％
未
満
の

労
働
時
間
短
縮
対
象
者
が
八
割
を
超

え
大
半
を
占
め
た
。

ド
イ
ツ
は
今
年
一
月
か
ら
雇
用
保

険
料
率
を
引
き
下
げ
た
ば
か
り
だ
が
、

連
邦
雇
用
庁
の
ワ
イ
ス
長
官
は
、「
こ

れ
ま
で
の
蓄
積
で
一
七
〇
億
ユ
ー
ロ

の
任
意
積
立
金
が
あ
る
も
の
の
、
こ

の
ペ
ー
ス
だ
と
今
年
度
半
ば
に
は
財

源
が
枯
渇
す
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ

る
」
な
ど
と
コ
メ
ン
ト
し
、
操
短
制

度
活
用
が
進
む
な
か
で
連
邦
雇
用
庁

の
財
政
状
況
へ
の
懸
念
を
明
ら
か
に

し
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】

連
邦
雇
用
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
連
邦
政
府

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
海
外
委
託
調
査
員
月

例
報
告

（
国
際
研
究
部
）

ド
イ
ツ
②

連
邦
参
議
院
、
最
賃
関
連
二

法
案
を
可
決―

―

改
正
法
成

立
へ連

邦
参
議
院
（
上
院
）
は
二
月
一

三
日
、
最
低
賃
金
関
連
二
法
案
（
労

働
者
送
り
出
し
法
お
よ
び
最
低
労
働

条
件
法
）
を
可
決
し
た
。
法
案
は
昨

年
七
月
閣
議
決
定
に
至
っ
た
後
、

数
々
の
修
正
審
議
を
経
て
、
よ
う
や

く
成
立
に
至
っ
た
。
最
大
の
争
点

だ
っ
た
労
働
者
派
遣
業
は
、
労
働
者

送
り
出
し
法
の
適
用
対
象
か
ら
除
外

さ
れ
た
。
も
う
一
つ
の
争
点
だ
っ
た

実
施
監
督
に
つ
い
て
は
、
最
終
的
に

連
邦
税
関
当
局
に
一
元
化
さ
れ
る
こ

と
で
収
束
し
た
。
二
つ
の
改
正
法
は
、

い
ず
れ
も
協
約
自
治
を
補
完
す
る
か

た
ち
で
の
最
賃
設
定
手
法
を
定
め
た

も
の
で
、
従
来
か
ら
存
在
す
る
労
働

協
約
法
の
一
般
的
拘
束
力
宣
言
制
度

と
併
せ
る
と
、
最
賃
設
定
手
法
が
全

部
で
三
つ
存
在
す
る
こ
と
に
な
る
。

今
回
の
改
正
を
踏
ま
え
、
同
国
の
最

賃
設
定
手
法
を
あ
ら
た
め
て
整
理
し

て
み
た
。

《
三
つ
の
最
低
賃
金
設
定
手
法
》

（
１
）
労
働
協
約
法
第
五
条―

―

一

般
的
拘
束
力
宣
言

ド
イ
ツ
は
、
ナ
チ
ス
時
代
に
労
働

条
件
が
国
家
に
よ
り
直
接
規
制
さ
れ

た
歴
史
か
ら
、
第
二
次
大
戦
後
は
賃

金
決
定
を
含
む
労
働
条
件
決
定
は

「
労
使
自
治
」
に
よ
る
労
働
協
約
シ

ス
テ
ム
に
委
ね
ら
れ
て
き
た
。
だ
が
、

表 1　操短手当の申請件数（企業数ベース、労働者数ベース）
2008年 2009年

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
企業数 4,242 2,185 3,232 1,519 1,534 1,413 974 1,491 2,638 7,197 17,777 17,370 19,793

うち、景気
後退を理由
とするもの

1,194 1,052 2,998 1,415 1,344 1,249 868 1,234 2,178 4,208 6,291 10,577 16,870

労働者数 39,155 23,477 33,324 17,680 19,394 16,906 13,532 27,034 57,237 164,375 403,989 345,990 723,871
うち、景気
後退を理由
とするもの

15,248 12,276 30,259 15,247 15,883 12,916 12,091 21,173 51,667 136,768 295,502 290,774 700,038

資料出所： 連邦雇用庁ホームページ Statistische Auswertungen zum Kurzarbeitergeld（http://www.pub.arbeitsagentur.de/hst/services/
statistik/detail/s.html）：Februar 2009, Tabelle 03, 04.

（注）2009 年 2 月の数値は暫定値。

（単位、件、人）
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近
年
の
組
織
率
や
協
約
適
用
率
の
低

下
に
よ
る
労
使
自
治
シ
ス
テ
ム
の
弱

体
化
に
加
え
、
東
西
統
合
、
グ
ロ
ー

バ
ル
化
に
よ
る
競
争
激
化
、
近
隣
諸

国
か
ら
の
低
賃
金
労
働
者
の
流
入
な

ど
の
影
響
で
、
労
働
協
約
だ
け
に
委

ね
て
賃
金
の
下
限
を
定
め
る
こ
と
が

困
難
に
な
っ
た
。
こ
う
し
た
流
れ
で
、

あ
く
ま
で
も
労
働
協
約
シ
ス
テ
ム
を

補
完
す
る
格
好
で
は
あ
る
が
、
今
回

の
改
正
法
が
成
立
し
た
。

ま
ず
、
従
来
か
ら
存
在
し
た
部
門

ご
と
の
最
賃
設
定
手
法
と
し
て
、
労

働
協
約
法
第
五
条
に
定
め
る
一
般
的

拘
束
力
宣
言
制
度
を
用
い
た
協
約
拡

張
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
あ
る
。
労
使
が
申

請
す
る
場
合
、
①
部
門
の
労
働
協
約

が
労
働
者
の
五
〇
％
以
上
を
カ
バ
ー

し
て
い
る
こ
と
②
労
使
代
表
各
三
人

で
構
成
す
る
協
約
委
員
会
の
同
意

（
労
使
団
体
か
ら
各
々
三
人
の
代
表

に
よ
り
構
成
さ
れ
、
多
数
決
ま
た
は

少
な
く
と
も
使
用
者
代
表
一
人
の
同

意
が
あ
る
こ
と
）―

―

を
条
件
と
し

て
、
連
邦
労
働
社
会
相
が
当
該
協
約

に
つ
い
て
一
般
的
拘
束
力
宣
言
を
命

ず
る
。

当
該
協
約
が
部
門
の
最
低
賃
金
を

定
め
て
い
る
場
合
、
こ
の
方
式
に

よ
っ
て
最
賃
を
設
定
す
る
こ
と
が
可

能
だ
。
だ
が
、
協
約
委
員
会
の
同
意

を
得
る
の
は
、
極
め
て
ハ
ー
ド
ル
の

高
い
要
件
で
、
こ
の
手
法
が
部
門
統

一
的
な
最
賃
設
定
機
能
を
果
た
す
こ

と
は
ご
く
稀
な
ケ
ー
ス
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
こ
の
手
法
は
、
海
外
か

ら
派
遣
さ
れ
て
き
て
建
設
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
な
ど
で
一
時
的
に
就
労
す
る
外

国
人
に
は
適
用
で
き
な
い
た
め
、
Ｅ

Ｕ
域
内
か
ら
流
入
す
る
労
働
者
の
賃

金
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
阻
止
で
き
な
い
。

（
２
）
労
働
者
送
り
出
し
法―

―

六

業
種
で
新
た
に
最
賃
設
定

そ
こ
で
第
二
の
手
法
と
し
て
浮
上

し
た
の
が
、「
労
働
者
送
り
出
し
法

（
国
境
を
越
え
る
役
務
供
給
に
お
け

る
強
制
的
労
働
条
件
に
関
す
る
法

律
）」に
よ
る
最
賃
設
定
だ
。
同
法
は
、

建
設
事
業
の
た
め
に
ド
イ
ツ
に
派
遣

さ
れ
て
く
る
外
国
人
労
働
者
に
対
す

る
賃
金
ダ
ン
ピ
ン
グ
の
防
止
を
目
的

と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
海
外
派
遣
指
令
九
六

／
七
一
の
国
内
実
施
法
と
し
て
九
六

年
に
制
定
さ
れ
た
も
の
で
、
建
設
業

の
最
低
賃
金
率
を
定
め
た
労
働
協
約

に
一
般
的
拘
束
力
宣
言
を
付
し
て
、

当
該
協
約
を
外
国
人
労
働
者
に
も
適

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
た
。

こ
の
法
律
で
は
、
労
使
の
申
請
が
あ

れ
ば
、
協
約
委
員
会
の
同
意
が
な
く

と
も
一
般
的
拘
束
力
宣
言
が
出
せ
る

と
い
う
点
で
、
従
来
の
手
法
よ
り

ハ
ー
ド
ル
が
低
い
。
今
回
の
改
正
に

先
立
っ
て
、
こ
の
手
法
に
よ
り
最
賃

が
定
め
ら
れ
て
い
る
業
種
は
、
建
設

業
、
建
設
関
連
電
気
・
塗
装
・
解
体

業
、
建
設
清
掃
業
、
郵
便
サ
ー
ビ
ス

業
で
あ
る
。

今
回
の
改
正
で
は
、
労
働
協
約
適

用
率
が
五
〇
％
を
上
回
る
部
門
を
対

象
に
労
使
か
ら
の
申
請
を
受
け
付
け
、

同
法
に
よ
る
最
賃
適
用
業
種
を
拡
大

し
た
。
申
請
が
あ
っ
た
の
は
、
警
備
、

介
護
、
ゴ
ミ
処
理
、
失
業
者
の
継
続

訓
練
、
業
務
用
繊
維
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
、

労
働
者
派
遣
、
林
業
サ
ー
ビ
ス―

―

の
八
業
種
だ
っ
た
が
、
申
請
後
の
連

邦
作
業
部
会
の
審
議
で
労
働
者
派
遣

業
と
林
業
サ
ー
ビ
ス
は
除
外
さ
れ
た
。

一
般
的
拘
束
力
宣
言
を
付
さ
れ
た
労

働
協
約
に
定
め
る
最
低
賃
金
は
、
使

用
者
が
国
内
企
業
で
あ
る
か
外
国
企

業
で
あ
る
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
ま
た

労
働
者
の
出
身
国
を
問
わ
ず
、
ド
イ

ツ
国
内
の
当
該
部
門
に
お
け
る
す
べ

て
の
使
用
者
及
び
労
働
者
に
適
用
さ

れ
る
。
当
該
部
門
で
他
の
協
約
に
カ

バ
ー
さ
れ
る
労
使
、
あ
る
い
は
協
約

に
カ
バ
ー
さ
れ
て
い
な
い
労
使
を
含

め
、
最
賃
に
つ
い
て
は
、
改
正
法
に

よ
り
一
般
的
拘
束
力
宣
言
が
付
さ
れ

た
協
約
最
低
賃
金
が
適
用
さ
れ
る
こ

と
に
な
る
。

（
３
）
最
低
労
働
条
件
法

三
つ
目
は
、
一
九
五
二
年
に
制
定

さ
れ
て
以
来
一
度
も
適
用
実
績
が
な

か
っ
た
最
低
労
働
条
件
法
の
改
正
に

よ
る
最
賃
設
定
だ
。
今
回
の
改
正
で

は
、
カ
バ
ー
率
が
五
〇
％
未
満
の
協

約
し
か
存
在
し
な
い
か
、
ま
た
は
協

約
が
そ
も
そ
も
存
在
し
な
い
部
門
に

お
け
る
最
賃
設
定
手
法
を
定
め
た
。

ま
ず
、
常
設
の
中
央
委
員
会
（
議

長
、
連
邦
労
働
社
会
省
二
人
、
労
使

代
表
各
二
人
で
構
成
）
が
「
社
会
的

歪
み
」
の
あ
る
経
済
部
門
の
有
無
を

認
定
し
、
最
低
賃
金
決
定
、
改
正
ま

た
は
廃
棄
を
行
う
必
要
性
を
判
断
す

る
。
そ
こ
で
必
要
と
さ
れ
た
場
合
、

専
門
委
員
会
（
議
長
、
労
使
代
表
各

三
人
で
構
成
）
が
具
体
的
な
最
賃
額

を
提
示
す
る
。
連
邦
労
働
社
会
省
が

こ
れ
に
同
意
し
た
場
合
、
連
邦
政
府

が
当
該
最
賃
額
を
法
規
命
令
と
し
て

発
す
る
。
同
法
の
手
続
に
よ
っ
て
定

め
ら
れ
る
最
賃
は
、
使
用
者
が
国
内

企
業
で
あ
る
か
外
国
企
業
で
あ
る
か

に
か
か
わ
ら
ず
、
ま
た
労
働
者
の
出

身
国
を
問
わ
ず
、
ド
イ
ツ
国
内
の
当

該
部
門
に
お
け
る
す
べ
て
の
使
用
者

及
び
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
。

た
だ
し
、〇
八
年
七
月
一
六
日（
同

法
案
の
閣
議
決
定
日
）
以
前
に
す
で

に
存
在
し
て
い
た
労
働
協
約
及
び
そ

の
後
続
協
約
の
有
効
期
間
中
は
、
当

該
協
約
に
定
め
る
最
低
賃
金
が
存
在

す
れ
ば
、
当
該
協
約
が
同
法
に
定
め

る
最
低
賃
金
に
優
先
す
る
。

　今
後
の
課
題―

―

労
働
者
派
遣
業

に
お
け
る
最
賃
規
制
の
行
方

今
回
の
改
正
論
議
で
最
大
の
争
点

だ
っ
た
労
働
者
派
遣
業
が
送
り
出
し

法
の
適
用
対
象
外
と
な
っ
た
こ
と
を

受
け
、
連
邦
労
働
社
会
省
は
、
派
遣

業
の
最
賃
に
つ
い
て
は
労
働
者
派
遣

法
に
よ
っ
て
個
別
に
規
制
す
る
代
案

を
検
討
中
で
、
連
邦
政
権
委
員
会
も

こ
の
方
向
性
に
つ
い
て
は
同
意
し
て

い
る
。
労
働
者
派
遣
法
に
公
序
良
俗

に
反
す
る
賃
金
設
定
の
禁
止
規
定
を

設
け
る
案
や
、
労
働
者
派
遣
法
に
定

め
る
均
等
待
遇
原
則
を
徹
底
す
る
案

な
ど
が
浮
上
し
て
い
る
が
、
具
体
的

な
内
容
は
今
後
の
検
討
に
委
ね
ら
れ

る
。

【
参
考
資
料
】

連
邦
労
働
社
会
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス

政
府
、
政
策
変
更
を
依
然
拒

否―

二
度
目
の
大
規
模
ス

ト
・
デ
モ
に
抗
し

フ
ラ
ン
ス
政
府
が
二
月
二
五
日
に

発
表
し
た
雇
用
統
計
に
よ
る
と
、
一

月
か
ら
一
カ
月
間
で
、
失
業
者
数
が

九
万
人
以
上
増
加
し
た
。
こ
れ
は
、

過
去
最
高
の
増
加
数
で
、
と
く
に
、

男
性
や
若
年
者
の
失
業
者
数
の
増
加

が
著
し
い
。
雇
用
情
勢
が
悪
化
の
一

途
を
た
ど
る
な
か
、
政
府
は
経
済
・

雇
用
対
策
を
打
ち
出
し
た
も
の
の
、

景
気
状
況
の
好
転
は
見
込
め
ず
、
国

民
の
不
満
が
三
月
一
九
日
の
大
規
模

ス
ト
・
デ
モ
と
い
う
形
で
爆
発
し
た
。

政
策
変
更
を
拒
否
す
る
政
府
に
対
し
、

労
組
側
は
五
月
一
日
に
も
大
規
模
ス

ト
・
デ
モ
を
実
施
す
る
予
定
だ
。

失
業
者
数
増
加
の
一
途
、
求
人
数

は
大
幅
減

政
府
に
よ
る
と
、
無
期
か
つ
フ
ル

タ
イ
ム
の
雇
用
を
求
め
て
、
公
共
職

業
安
定
所
（P

ôle em
ploi

＝
旧
Ａ

Ｎ
Ｐ
Ｅ
）
に
登
録
し
て
い
る
者
で
、

一
時
（
臨
時
）
就
労
が
一
カ
月
に
〇

〜
七
八
時
間
ま
で
の
求
職
者
（
カ
テ

ゴ
リ
ー
一
の
求
職
者
）
は
、
二
〇
〇

九
年
一
月
か
ら
一
カ
月
間
で
九
万
二

〇
〇
人
（
四
・
三
％
）
増
加
し
、
二

月
末
に
は
二
二
〇
万
四
五
〇
〇
人
に

達
し
た
。
失
業
者
数
が
二
二
〇
万
人

を
超
え
た
の
は
、
二
〇
〇
六
年
上
半

期
以
来
の
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、
一

カ
月
間
の
失
業
者
の
増
加
数
と
し
て
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は
、
こ
れ
ま
で
最
高
で
あ
っ
た
二
〇

〇
八
年
一
一
月
（
六
万
四
〇
〇
〇
人

増
）
を
大
き
く
上
回
り
、
歴
史
的
な

記
録
と
な
っ
た
。
年
間
で
は
、
一
年

間
で
二
九
万
四
〇
〇
〇
人
（
一
五
・

四
％
）
増
加
し
た
こ
と
に
な
る
。

二
〇
〇
九
年
一
月
末
時
点
で
の
カ

テ
ゴ
リ
ー
一
の
求
職
者
を
年
齢
別
に

み
て
み
る
と
、
二
五
歳
未
満
が
大
幅

に
増
加
し
（
前
月
比
五
・
一
％
増
、

前
年
比
二
三
・
一
％
増
）、
四
一
万

六
二
〇
〇
人
と
な
っ
た
。
二
五
歳
以

上
五
〇
歳
未
満
で
は
一
四
六
万
五
八

〇
〇
人
（
前
月
比
四
・
一
％
増
、
前

年
比
一
三
・
九
％
増
）、
五
〇
歳
以

上
は
三
二
万
二
五
〇
〇
人
（
前
月
比

三
・
九
％
増
、
前
年
比
一
二
・
八
％

増
）
で
あ
っ
た
。
性
別
で
は
、
一
月

末
時
点
で
男
性
は
一
一
八
万
六
〇
〇

〇
人
（
前
月
比
五
・
五
％
増
、
前
年

比
二
一
・
八
％
増
）
で
あ
っ
た
の
に

対
し
、
女
性
の
増
加
率
は
低
く
（
前

月
比
二
・
九
％
増
、
前
年
比
八
・
七
％

増
）、一
〇
一
万
八
五
〇
〇
人
で
あ
っ

た
。長

期
失
業
者
数
も
増
加
し
て
い
る
。

二
〇
〇
九
年
一
月
末
時
点
で
、
カ
テ

ゴ
リ
ー
一
の
求
職
者
の
う
ち
求
職
者

登
録
の
期
間
が
一
年
を
超
え
る
求
職

者
は
、
前
月
比
で
三
・
八
％
増
加
、

前
年
比
で
八
・
六
％
増
加
し
、
五
三

万
三
一
〇
〇
人
で
あ
っ
た
。
長
期
失

業
者
の
内
訳
を
前
年
と
比
較
す
る
と
、

求
職
者
登
録
期
間
が
一
年
以
上
二
年

未
満
の
失
業
者
が
一
三
・
五
％
増
加

し
た
も
の
の
、
同
二
年
以
上
三
年
未

満
で
は
〇
・
二
％
増
、
同
三
年
以
上

で
は
三
・
五
％
増
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
昨
年
の
雇
用
情
勢

の
悪
化
の
影
響
を
受
け
て
、
一
昨
年

に
失
業
し
た
者
の
再
就
職
が
困
難
な

状
況
に
陥
っ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が

え
る
。

失
業
者
数
の
増
加
に
対
し
て
、
求

人
数
は
大
幅
な
減
少
を
記
録
し
て
い

る
。
二
〇
〇
九
年
一
月
に
公
共
職
業

安
定
所
に
提
出
さ
れ
た
求
人
数
は
、

二
二
万
三
〇
〇
件
で
、前
月
比
一
五
・

四
％
減
、前
年
同
月
比
で
二
九
・
三
％

減
と
な
っ
た
。
と
く
に
、
契
約
期
間

が
長
期
に
わ
た
る
雇
用
の
求
人
の
減

少
が
著
し
い
。
具
体
的
に
は
、
契
約

期
間
が
一
カ
月
未
満
の
短
期
雇
用
の

求
人
は
、
前
年
比
二
〇
・
九
％
減
で

あ
る
の
に
対
し
て
、
一
カ
月
以
上
六

カ
月
未
満
の
契
約
期
間
の
求
人
は
三

二
・
六
％
減
、
六
カ
月
以
上
の
契
約

期
間
の
雇
用
の
求
人
は
三
五
・
三
％

減
と
な
っ
て
い
る
。

政
府
、
総
額
二
六
億
ユ
ー
ロ
の
生

活
支
援
策

経
済
・
雇
用
情
勢
の
急
激
な
悪
化

を
受
け
、
二
月
一
八
日
、
不
況
対
策

を
協
議
す
る
た
め
に
労
使
代
表
を
大

統
領
府
に
集
め
た
サ
ル
コ
ジ
大
統
領

は
、
総
額
二
六
億
ユ
ー
ロ
（
約
三
〇

〇
〇
憶
円
）
に
の
ぼ
る
生
活
支
援
策

を
示
し
た
。
そ
の
主
な
内
容
は
、
①

被
保
険
者
と
し
て
の
期
間
が
短
い
た

め
に
失
業
手
当
を
受
給
で
き
な
い
失

業
者
に
対
し
て
、
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
の

特
別
手
当
を
四
月
か
ら
支
給
す
る
②

雇
用
と
職
業
訓
練
の
た
め
に
総
額
三

〇
億
ユ
ー
ロ
（
国
庫
負
担
五
〇
％
）

の
「
社
会
投
資
基
金
」
を
創
設
す
る

黒が警察発表（合計120万人）／グレーが労組発表（合計300万人）
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③
従
業
員
の
一
時
帰
休
や
リ
ス
ト
ラ

を
実
施
し
た
企
業
の
経
営
者
の
報
酬

を
削
減
す
る―

―

な
ど
。

こ
の
他
、
低
所
得
世
帯
向
け
の
所

得
税
減
税
や
一
時
帰
休
手
当
の
引
き

上
げ
、
介
護
や
育
児
サ
ー
ビ
ス
を
受

け
て
い
る
世
帯
や
サ
ー
ビ
ス
を
必
要

と
し
て
い
る
求
職
者
向
け
に
一
世
帯

あ
た
り
二
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
家
庭
向
け

サ
ー
ビ
ス
の
ク
ー
ポ
ン
券
を
支
給
し
、

家
庭
向
け
サ
ー
ビ
ス
部
門
の
雇
用
創

出
を
図
る
こ
と
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ

た
が
、法
定
最
低
賃
金（
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
）

の
引
き
上
げ
や
若
年
・
高
齢
者
の
雇

用
対
策
を
求
め
る
労
組
側
は
、「
こ
れ

ま
で
政
府
が
と
っ
て
き
た
企
業
支
援

に
比
べ
て
、
あ
ま
り
に
も
規
模
が
小

さ
す
ぎ
る
」
と
強
い
反
発
を
示
し
た
。

世
論
調
査
で
も
「
生
活
支
援
策
は
効

果
が
な
い
」
と
す
る
国
民
は
六
〇
％

に
の
ぼ
っ
た
。

二
回
目
の
ゼ
ネ
ス
ト
、
前
回
を
上

回
る
参
加
者

八
つ
の
労
組
（
Ｃ
Ｇ
Ｔ
、
Ｃ
Ｆ
Ｄ

Ｔ
、
Ｃ
Ｆ
Ｅ
‐
Ｃ
Ｇ
Ｃ
、
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ｃ
、

Ｆ
Ｏ
、
Ｆ
Ｓ
Ｕ
、
Ｕ
Ｎ
Ｓ
Ａ
、
Ｓ
Ｕ

Ｄ
）は
、二
月
二
三
日
に
集
結
し
、「
二

〇
〇
九
年
三
月
一
九
日
へ
の
呼
び
か

け
」
と
題
す
る
共
同
声
明
を
発
表
し
、

金
融
危
機
に
お
け
る
雇
用
維
持
の
優

先
、
購
買
力
の
向
上
、
賃
金
政
策
に

お
け
る
不
平
等
の
是
正
、
雇
用
や
購

買
力
を
通
じ
た
経
済
の
活
性
化
な
ど

を
求
め
て
、
一
月
二
九
日
に
続
く
二

度
目
の
全
国
ス
ト
・
デ
モ
を
三
月
一

九
日
に
展
開
す
る
こ
と
を
宣
言
し
た
。

ス
ト
当
日
は
、
フ
ラ
ン
ス
国
鉄
や

エ
ー
ル
フ
ラ
ン
ス
、
学
校
、
郵
便
局

と
い
っ
た
公
共
部
門
の
職
員
だ
け
で

な
く
、
銀
行
や
自
動
車
関
連
産
業
と

い
っ
た
民
間
部
門
の
労
働
者
も
ス
ト

に
参
加
し
た
。
国
鉄
で
は
新
幹
線
Ｔ

Ｇ
Ｖ
の
運
行
が
通
常
の
半
分
程
度
に

な
る
な
ど
、
乗
客
に
大
き
な
影
響
が

見
ら
れ
た
。
た
だ
、
パ
リ
で
は
、
市

内
の
地
下
鉄
や
バ
ス
な
ど
の
運
行
は
、

ほ
ぼ
通
常
通
り
で
あ
っ
た
た
め
、
市

民
生
活
に
大
き
な
影
響
は
出
な
か
っ

た
。各

地
で
デ
モ
行
進
が
行
わ
れ
、
パ

リ
や
マ
ル
セ
イ
ユ
、
ボ
ル
ド
ー
な
ど

の
大
都
市
を
は
じ
め
、レ
ン
ヌ
や
ル
・

ア
ー
ヴ
ル
な
ど
の
中
規
模
程
度
の
町

で
も
多
く
の
参
加
者
で
に
ぎ
わ
っ
た
。

デ
モ
に
は
、
病
院
や
福
祉
、
高
等
教

育
機
関
関
係
者
、
民
間
企
業
の
社
員
、

退
職
者
、失
業
者
、野
党
員
な
ど
様
々

な
人
々
が
参
加
し
、
参
加
者
数
は
労

組
側
発
表
で
三
〇
〇
万
人
（
警
察
発

表
で
一
二
〇
万
人
）
に
の
ぼ
り
、
前

回
を
上
回
り
、
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
就

任
（
二
〇
〇
七
年
五
月
）
以
来
、
最

大
の
も
の
と
な
っ
た
。

追
加
の
財
政
出
動
打
ち
出
さ
ず

民
間
企
業
の
労
働
者
も
参
加
し
、

全
国
的
動
員
に
成
功
し
た
労
組
側
は
、

「
賃
金
労
働
者
た
ち
の
意
志
の
強
さ
、

そ
し
て
彼
ら
が
変
化
を
真
に
欲
し
て

い
る
と
い
う
こ
と
を
、
ま
た
、
国
民

が
社
会
正
義
を
求
め
て
い
る
こ
と
を

示
す
い
い
機
会
と
な
っ
た
」
と
高
く

評
価
し
た
。
各
種
世
論
調
査
で
も
、

今
回
の
ス
ト
・
デ
モ
を
指
示
す
る
国

民
が
七
五
％
前
後
と
い
う
結
果
が
出

て
い
る
。
し
か
し
、
フ
ィ
ヨ
ン
首
相

は
、
同
日
夜
の
テ
レ
ビ
出
演
で
、「
経

済
危
機
は
世
界
的
な
も
の
で
、
デ
モ

が
危
機
を
解
決
す
る
の
で
は
な
い
。

逆
に
重
要
な
の
は
、
統
一
（unité

）

で
あ
る
。
我
々
は
す
で
に
多
く
の
手

段
を
講
じ
て
お
り
、
そ
の
効
果
も
感

じ
ら
れ
始
め
て
い
る
」
と
し
、
財
政

出
動
の
伴
う
対
策
を
今
後
追
加
す
る

考
え
の
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

経
済
・
財
政
・
雇
用
省
は
、
三
月

二
日
、
①
二
〇
〇
九
年
の
国
内
総
生

産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
成
長
率
は
マ
イ
ナ

ス
一
・
五
％
と
な
る
②
景
気
悪
化
に

よ
る
税
収
減
と
景
気
下
支
え
の
た
め

の
財
政
出
動
の
増
加
で
、
財
政
収
支

の
赤
字
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
五
％
ま
で
拡
大

す
る
③
民
間
部
門
で
三
〇
万
人
以
上

の
雇
用
が
失
わ
れ
る―

―

と
す
る
経

済
予
測
を
発
表
し
た
。
二
〇
〇
九
年

の
経
済
成
長
が
マ
イ
ナ
ス
一
・
五
％

と
な
っ
た
場
合
、
失
業
者
数
は
三
七

万
五
〇
〇
〇
人
増
加
す
る
と
い
う
予

測
も
出
て
い
る
。

こ
う
し
た
経
済
・
雇
用
情
勢
の
悪

化
の
流
れ
を
止
め
る
こ
と
を
求
め
、

八
労
組
は
、
政
府
や
雇
用
者
に
圧
力

を
か
け
る
た
め
、
運
動
の
新
た
な
山

場
と
し
て
「
五
月
一
日
を
デ
モ
の
日

と
決
定
す
る
」
と
す
る
共
同
声
明
を

三
月
三
〇
日
発
表
し
た
。

（
国
際
研
究
部　

町
田
敦
子
）

韓
国

 

雇
用
情
勢
の
悪
化
を
受
け
、

政
府
が
追
加
の
雇
用
対
策
を

実
施

　

労
働
部
は
就
業
者
数
の
減
少
と
失

業
者
数
の
急
増
に
見
舞
わ
れ
る
現
下

の
厳
し
い
雇
用
情
勢
に
対
処
す
る
た

め
、
雇
用
創
出
と
雇
用
維
持
支
援
を

主
眼
す
る
四
兆
九
〇
〇
〇
億
ウ
ォ
ン

に
の
ぼ
る
緊
急
措
置
を
補
正
予
算
案

に
盛
り
込
ん
だ
。
こ
の
追
加
措
置
に

よ
り
、
五
五
万
人
の
新
た
な
雇
用
創

出
を
め
ざ
す
。

二
月
の
失
業
手
当
受
給
者
、
前
年

同
期
比
七
六
・
六
％
増

二
月
の
雇
用
失
業
情
勢
は
、
就
業

者
数
が
前
年
比
〇
・
六
％
減
の
二
二

七
四
万
二
〇
〇
〇
人
、
失
業
率
が
前

年
比
〇
・
四
ポ
イ
ン
ト
上
昇
の
三
・

九
％
、
失
業
者
数
も
同
一
〇
万
五
〇

〇
〇
人
増
の
九
二
万
四
〇
〇
〇
人
に

達
す
る
な
ど
、
各
指
標
は
引
き
続
き

悪
化
を
示
し
て
い
る
（
表
参
照
）。

ま
た
労
働
部
が
こ
の
ほ
ど
発
表
し

た
二
月
の
失
業
手
当
受
給
者
数
は
四

〇
万
四
二
八
人
に
達
し
、
失
業
給
付

総
額
は
前
年
同
月
比
で
約
四
割
増
と

な
る
三
一
〇
三
億
ウ
ォ
ン
に
の
ぼ
っ

た
。
こ
れ
ら
は
失
業
保
険
制
度
が
一

九
九
六
年
に
全
面
導
入
さ
れ
て
以
来

の
最
も
高
い
数
字
と
な
る
。
失
業
手

当
受
給
者
の
う
ち
、
初
め
て
受
給
す

る
者
は
二
〇
〇
八
年
一
二
月
の
九
万

三
〇
〇
〇
人
か
ら
一
月
一
二
万
八
〇

〇
〇
人
に
増
加
、
二
月
は
一
〇
万
八

〇
〇
〇
人
と
落
ち
着
い
た
も
の
の
、

前
年
同
期
比
で
は
七
六
・
六
％
増
と

な
っ
た
。
ま
た
、
同
月
の
雇
用
安
定

事
業
に
よ
る
雇
用
調
整
助
成
金
の
支

給
総
額
も
制
度
導
入
の
一
九
九
六
年

以
来
の
最
も
高
い
水
準
と
な
り
、
助

成
金
対
象
者
数
一
四
万
二
〇
七
三
人
、

助
成
金
支
給
総
額
は
二
九
六
億
ウ
ォ

表　金融危機以降の雇用失業情勢
（万人、％）

10月 11月 12月 1月 2月
就 業 者 数 2384.7 2381.6 2524.5 2286.1 2274.2
対前年比％ 0.4 0.3 -0.1 -0.5 -0.6
雇用創出数 9.7 7.8 -1.2 -10.3 -14.2
失 業 者 数 73.6 75.0 78.7 84.8 92.4
対前年比増減 +3 +17 +51 +73 +105
失 業 率 3.0 3.1 3.3 3.6 3.9

対前年比ポイント ±0 +0.1 +0.2 +0.3 +0.4
資料出所：統計庁Web
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ン
に
達
し
た
。
対
象
者
数
は
前
月
比

四
・
四
倍
、
前
年
同
月
比
で
実
に
三

一
倍
と
な
る
。
韓
国
の
雇
用
調
整
助

成
金
は
日
本
の
雇
用
調
整
助
成
金
と

同
様
に
景
気
変
動
や
産
業
構
造
の
変

化
等
に
伴
い
事
業
活
動
の
縮
小
を
余

儀
な
く
さ
れ
る
企
業
が
従
業
員
の
解

雇
を
行
わ
ず
、
休
業
や
職
業
訓
練
を

実
施
す
る
場
合
に
支
給
さ
れ
る
。
こ

う
し
た
失
業
手
当
及
び
助
成
金
の
受

給
者
等
の
急
増
は
、
国
内
経
済
の
悪

化
に
伴
う
雇
用
情
勢
の
急
激
な
悪
化

を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
。

五
五
万
人
の
雇
用
創
出
を
見
込
む

こ
の
よ
う
な
雇
用
情
勢
の
さ
ら
な

る
悪
化
を
受
け
、
政
府
部
内
で
は
追

加
の
経
済
・
雇
用
対
策
の
検
討
が
進

め
ら
れ
て
い
た
が
、
今
般
、
労
働
部

は
二
〇
〇
九
年
一
月
に
発
表
し
た
総

額
五
兆
四
〇
〇
〇
億
ウ
ォ
ン
に
上
る

雇
用
対
策
の
実
施
に
加
え
、
さ
ら
に

四
兆
九
〇
〇
〇
億
ウ
ォ
ン
の
追
加
措

置
を
講
じ
る
こ
と
を
発
表
し
た
。

今
回
の
追
加
の
措
置
は
三
月
末
に

国
会
提
出
が
予
定
さ
れ
る
二
九
兆

ウ
ォ
ン
規
模
の
補
正
予
算
案
の
目
玉

の
ひ
と
つ
と
な
る
。
李
明
博
大
統
領

が
「
労
使
民
政
・
非
常
経
済
対
策
会

議
」
の
場
で
「
雇
用
創
出
が
政
府
の

今
年
一
番
の
目
標
に
な
る
。
他
の
予

算
を
削
っ
て
雇
用
創
出
関
連
予
算
を

増
額
す
る
つ
も
り
で
あ
る
」
と
述
べ

た
よ
う
に
、
同
追
加
対
策
に
よ
り
、

約
五
五
万
人
の
雇
用
創
出
を
見
込
ん

で
い
る
。
以
下
の
内
容
が
具
体
的
な

雇
用
創
出
と
そ
の
目
標
人
数
で
あ
る
。

○ 

公
的
部
門
に
お
け
る
臨
時
雇
用

（
六
カ
月
程
度
）
の
創
出―

―

四

〇
万
人

○ 

公
立
小
中
学
校
に
お
け
る
学
習
補

助
実
習
生
の
採
用―

―

二
万
五
〇

〇
〇
人

○ 

公
共
施
設
や
中
小
企
業
等
に
お
い

て
採
用
さ
れ
た
大
卒
未
就
職
者
等

の
実
習
生
に
対
す
る
賃
金
助
成―

―

六
万
八
〇
〇
〇
人

○ 

植
林
、
養
護
施
設
な
ど
に
お
け
る

直
接
雇
用
創
出―

―

三
万
三
〇
〇

〇
人　

な
ど
。

ま
た
、
雇
用
維
持
、
再
就
職
支
援

と
し
て
は
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

の
一
環
で
労
働
者
が
無
給
休
暇
に

入
っ
た
場
合
に
平
均
賃
金
の
四
〇
％

ま
で
を
一
定
期
間
支
給
す
る
ほ
か
、

建
設
等
の
日
雇
労
働
者
へ
の
職
業
訓

練
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
が
盛
り
込
ま

れ
た
。
さ
ら
に
最
近
の
失
業
率
の
上

昇
、
失
業
者
の
急
増
を
踏
ま
え
て
失

業
手
当
予
算
も
一
・
六
兆
ウ
ォ
ン
ま

で
増
額
さ
れ
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

統
計
庁W

eb

、
労
働
部W

eb

、
Ｎ
Ｎ
Ａ
関

係
記
事

（
国
際
研
究
部
）

中
国

厳
し
さ
増
す
二
〇
〇
九
年
の

雇
用
情
勢

　

金
融
危
機
の
影
響
は
中
国
の
雇
用

市
場
に
も
打
撃
を
与
え
て
い
る
。
中

国
社
会
科
学
院
に
よ
れ
ば
、
中
国
都

市
部
の
失
業
率
は
す
で
に
九
・
四
％

に
ま
で
達
し
て
い
る
と
の
見
方
も
あ

る
。
こ
の
数
値
は
、
政
府
が
今
年
度

当
初
発
表
し
た
二
〇
〇
八
年
都
市
部

の
登
録
失
業
率
四
・
〇
％
の
二
倍
以

上
に
相
当
す
る
。

　

中
国
社
会
科
学
院
人
口
・
労
働
経

済
研
究
所
の
張
副
所
長
は
二
〇
〇
八

年
一
二
月
一
九
日
に
公
表
し
た
『
社

会
白
書
』
に
関
し
、「
新
規
大
卒
者
の

就
職
が
と
く
に
深
刻
で
、
二
〇
〇
九

年
に
は
六
一
〇
万
人
大
卒
者
の
約
四

分
の
一
に
当
た
る
一
五
〇
万
人
前
後

の
就
職
が
困
難
に
な
る
と
見
ら
れ
て

い
る
。
し
か
し
、
さ
ら
に
厳
し
い
の

は
農
民
労
働
者
問
題
」
と
コ
メ
ン
ト

し
て
い
る
。
さ
ら
に
同
副
所
長
は
、

「
現
在
の
状
況
は
主
に
輸
出
指
向
型

企
業
の
リ
ス
ト
ラ
、
営
業
停
止
、
倒

産
等
に
起
因
し
て
お
り
、
多
く
の
農

民
労
働
者
が
予
定
を
繰
り
上
げ
て
帰

郷
す
る
意
向
を
持
っ
て
い
る
」
と
述

べ
た
。
現
在
、
中
国
に
は
約
二
億
三

〇
〇
〇
万
人
の
農
民
労
働
者
が
い
る

と
み
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
の
う
ち
約

一
億
三
〇
〇
〇
万
人
は
出
稼
ぎ
労
働

者
で
あ
る
。

　

中
央
農
村
業
務
指
導
室
の
陳
主
任

は
二
月
二
日
、
農
民
労
働
者
を
比
較

的
多
く
送
り
出
し
て
い
る
一
五
の
省
、

一
五
〇
の
農
村
に
対
し
て
実
施
し
た

サ
ン
プ
リ
ン
グ
調
査
に
言
及
し
、「
旧

正
月
前
に
故
郷
に
戻
っ
た
農
民
労
働

者
は
三
八
・
五
％
い
た
が
、
こ
の
う

ち
六
〇
・
四
％
が
旧
正
月
の
た
め
の

通
常
の
帰
郷
で
あ
り
、
旧
正
月
が
過

ぎ
れ
ば
ま
た
都
市
部
に
戻
り
仕
事
を

始
め
る
人
々
だ
っ
た
。
つ
ま
り
、
旧

正
月
前
に
帰
郷
し
た
農
民
労
働
者
の

う
ち
三
九
・
六
％
は
仕
事
を
失
っ
た

か
、
あ
る
い
は
仕
事
が
み
つ
か
ら
ず

故
郷
に
戻
っ
た
と
い
う
こ
と
を
意
味

し
て
い
る
。
こ
の
数
字
か
ら
推
測
す

る
と
、
一
億
三
〇
〇
〇
万
人
の
出
稼

ぎ
農
民
労
働
者
の
う
ち
、
約
二
〇
〇

〇
万
人
の
農
民
労
働
者
が
失
職
し
て

い
る
可
能
性
が
あ
る
」
と
分
析
し
て

い
る
。

　

失
業
問
題
の
深
刻
さ
は
二
〇
〇
八

年
の
第
３
四
半
期
か
ら
次
第
に
顕
現

化
し
て
き
た
。
人
的
資
源
・
社
会
保

障
部
の
張
副
部
長
に
よ
る
と
、
二
〇

〇
八
年
九
月
ま
で
基
本
的
に
安
定
し

て
い
た
中
国
の
雇
用
情
勢
は
、
一
〇

月
に
入
り
三
つ
の
変
化
が
生
じ
た
。

ま
ず
、
都
市
部
で
新
規
就
職
者
数
の

増
加
が
鈍
っ
た
。
次
に
企
業
の
労
働

需
要
に
減
少
が
見
ら
れ
、
そ
の
後
企

業
の
既
存
ポ
ス
ト
の
喪
失
が
顕
在
化

し
た
。

　

第
一
一
期
全
国
人
民
代
表
大
会
第

二
回
会
議
の
席
上
、
人
的
資
源
・
社

会
保
障
部
の
尹
部
長
は
中
国
の
現
在

の
雇
用
情
勢
に
つ
い
て
「
中
国
の
経

済
成
長
が
ス
ピ
ー
ド
ダ
ウ
ン
し
た
こ

と
で
、
雇
用
情
勢
に
直
接
的
な
影
響

が
生
じ
て
い
る
。
二
〇
〇
八
年
の
第

４
四
半
期
の
都
市
部
の
登
録
失
業
率

は
四
・
二
％
に
達
し
、
過
去
三
年
間

で
最
悪
の
水
準
と
な
っ
た
。
農
民
労

働
者
の
失
業
は
よ
り
深
刻
で
あ
る
。

ま
た
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
て
い
る
一

五
の
重
点
都
市
で
は
、
昨
年
第
４
四

半
期
か
ら
約
四
〇
％
の
企
業
で
雇
用

ポ
ス
ト
が
減
少
し
た
。
こ
の
数
字
か

ら
推
算
す
る
と
、
全
国
で
約
三
〇
〇

万
人
分
の
雇
用
が
失
わ
れ
た
こ
と
に

な
る
」
と
述
べ
た
。
厳
し
い
雇
用
情

勢
に
直
面
し
、
中
国
政
府
も
こ
の
事

態
に
極
め
て
高
い
関
心
を
寄
せ
て
い

る
。

　

政
府
は
第
一
一
期
全
人
代
表
第
二

回
会
議
の
政
治
業
務
報
告
に
お
い
て
、

二
〇
〇
九
年
の
経
済
成
長
率
は
八
％

前
後
、都
市
部
の
登
録
失
業
率
は
四
・

六
％
程
度
に
な
る
と
の
予
測
を
示
し

て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

『
中
国
労
働
保
障
報
』
二
〇
〇
九
年
二
月

四
日
第
三
版

『
北
京
晚
報
』
二
〇
〇
九
年
三
月
一
〇
日

第
二
版
他

政
府
広
報
：http://www.gov.cn/2009lh/

content_1250945_2.htm（
国
際
研
究
部
）


